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（百万円未満切捨て） 
１．2022年 12月期第１四半期の業績（2022年１月１日～2022年３月31日） 
（１）経営成績（累計）                                                      （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2022年 12月期第１四半期 3,503 81.6 670 298.9 667 254.7 384 182.4 
2021年 12月期第１四半期 1,929 13.8 168 190.2 188 240.8 136 477.3 

 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益 

 円   銭 円   銭 

2022年 12月期第１四半期 66.93 ― 
2021年 12月期第１四半期 23.61 ― 

 
（２）財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

2022年 12月期第１四半期 11,325 8,070 71.3 
2021年 12月期 10,798 7,906 73.2 

（参考）自己資本  2022年 12月期第１四半期  8,070百万円   2021年 12月期  7,906百万円 

 
２．配当の状況 

 
年間配当金    

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計    

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭    
2021年 12月期 ― ― ― 35.00 35.00    
2022年 12月期 ―        

2022年 12月期(予想)  ― ― 18.00 18.00    

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無 

 
３．2022年 12月期の業績予想（2022年１月１日～2022年 12月 31日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭 

第２四半期(累計) 4,500 △1.4 430 4.1 430 △2.6 300 △5.6 52 18  
通  期 8,500 △11.1 500 △58.3 500 △59.3 350 △57.3 60  87  

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無 

 



 

※ 注記事項 
 

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ：無 
 
 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：有 

② ①以外の会計方針の変更 ：無 

③ 会計上の見積りの変更 ：無 

④ 修正再表示 ：無 
 
 

（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 2022年12月期１Ｑ 5,815,294 株 2021年12月期 5,815,294 株 

② 期末自己株式数 2022年12月期１Ｑ 65,565株 2021年12月期 65,565株 

③ 期中平均株式数(四半期累計) 2022年12月期１Ｑ 5,749,729 株 2021年12月期１Ｑ 5,769,797 株 

 
 
※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です。 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である
と判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当
たっての注意事項等については、添付資料２ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報 （３）業績予想な
どの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第１四半期累計期間における我が国経済は、オミクロン株を主とした変異株による新型コロナウイルス感染症

が再拡大し、経済活動の正常化が遠のく中、ロシアによるウクライナ侵攻も重なり、更なる原材料や原油の価格上

昇を招いており、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　フォーム印刷業界におきましては、公的部門においてもペーパレス推進が本格化し、民間部門も含めて、ビジネ

スフォームの減少スピードは一段と速まっており、厳しい状況が続いております。

　この様な情勢の中、前期に引き続き、公的機関の案件の取り込み、特に新型コロナワクチン接種や給付金関係の

特別の需要の取り込みに注力し、売上拡大に努めてまいりました。この結果、売上高3,503百万円（前年同四半期

比81.6％増）、営業利益670百万円（前年同四半期比298.9％増）、経常利益667百万円（前年同四半期比254.7％

増）、四半期純利益384百万円（前年同四半期比182.4％増）となりました。

　また、売上状況につきましては、ビジネスフォーム842百万円（前年同四半期比34.4％増）、一般帳票類417百万

円（前年同四半期比9.1％増）、データプリント及び関連加工2,165百万円（前年同四半期比159.6％増）、サプラ

イ商品77百万円（前年同四半期比9.2％減）となっております。

（２）財政状態に関する説明

　当第１四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べて527百万円増加し、11,325百万円となりまし

た。資産の部においては、流動資産が587百万円増加し5,462百万円、固定資産が60百万円減少し5,863百万円とな

りました。また、負債の部においては、流動負債が456百万円増加し2,777百万円、固定負債が92百万円減少し477

百万円となりました。この結果、純資産の部においては、163百万円増加し8,070百万円となり、自己資本比率が

71.3％となりました。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2022年12月期の第２四半期累計期間及び通期の業績予想につきましては、第１四半期累計期間の各段階利益にお

いて2022年２月10日に公表いたしました業績予想を新型コロナウイルスワクチン接種や給付金関係の特別の需要を

受注できたことで上回っておりますが、公正取引委員会より独占禁止法第３条違反により、排除措置命令及び課徴

金納付命令を受けたことに伴い、日本年金機構及び一部の官公庁から指名停止処分を受けており、これによる業績

に与える影響については現在評価中であることから、前回公表した業績予想を据え置くことといたしました。今後

業績予想の修正が必要となった場合には、速やかにお知らせいたします。
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年12月31日)

当第１四半期会計期間
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,152,971 2,466,707

受取手形及び売掛金 1,143,215 2,428,004

有価証券 30,356 30,907

製品 191,998 143,038

仕掛品 19,821 30,271

原材料 37,552 33,159

その他 300,057 332,086

貸倒引当金 △644 △1,534

流動資産合計 4,875,330 5,462,641

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,106,745 1,103,226

機械及び装置（純額） 77,954 72,790

土地 2,504,345 2,504,345

その他（純額） 537,094 505,116

有形固定資産合計 4,226,138 4,185,479

無形固定資産 34,499 31,838

投資その他の資産

投資有価証券 955,458 921,396

その他 708,758 726,122

貸倒引当金 △1,800 △1,800

投資その他の資産合計 1,662,416 1,645,718

固定資産合計 5,923,055 5,863,035

資産合計 10,798,385 11,325,677

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 980,500 1,405,538

未払法人税等 324,922 233,843

引当金 202,505 354,456

その他 813,349 783,458

流動負債合計 2,321,277 2,777,297

固定負債

資産除去債務 28,381 28,527

その他 542,031 449,393

固定負債合計 570,412 477,920

負債合計 2,891,690 3,255,218

純資産の部

株主資本

資本金 798,288 798,288

資本剰余金 606,239 608,301

利益剰余金 6,321,773 6,505,367

自己株式 △34,535 △34,535

株主資本合計 7,691,766 7,877,422

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 214,929 193,036

評価・換算差額等合計 214,929 193,036

純資産合計 7,906,695 8,070,459

負債純資産合計 10,798,385 11,325,677

２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表
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(単位：千円)

前第１四半期累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自　2022年１月１日

　至　2022年３月31日)

売上高 1,929,134 3,503,182

売上原価 1,442,632 2,449,255

売上総利益 486,502 1,053,927

販売費及び一般管理費 318,411 383,383

営業利益 168,091 670,544

営業外収益

受取利息 34 691

受取配当金 637 153

受取保険金 21,965 －

受取賃貸料 484 472

複合金融商品評価益 629 －

役員報酬返上益 － 1,365

雑収入 856 1,026

営業外収益合計 24,608 3,707

営業外費用

支払利息 3,475 3,273

保険解約損 217 －

固定資産除却損 0 0

複合金融商品評価損 － 2,703

雑損失 687 334

営業外費用合計 4,380 6,312

経常利益 188,319 667,939

特別利益

固定資産売却益 9 －

投資有価証券売却益 14,647 －

有価証券償還益 － 573

その他 100 39

特別利益合計 14,757 612

特別損失

投資有価証券売却損 1,074 －

独占禁止法関連損失引当金繰入額 － 108,957

特別損失合計 1,074 108,957

税引前四半期純利益 202,001 559,594

法人税、住民税及び事業税 84,471 217,133

法人税等調整額 △18,722 △42,373

法人税等合計 65,749 174,759

四半期純利益 136,252 384,834

（２）四半期損益計算書

（第１四半期累計期間）
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、

「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該製品又は商

品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。な

お、従来、顧客から受け取る送料は純額で計上しておりましたが、財又はサービスの提供における当社の役割

（本人又は代理人）を判断した結果、総額で収益を認識する方法（本人取引に該当）に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半

期会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益

認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほ

とんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　この結果、当第１四半期累計期間の売上高が36百万円、売上原価が36百万円それぞれ増加しておりますが、営

業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高につきま

しても影響はありません。

　なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経

過的な取扱いに従って、前第１四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載してお

りません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、四半期財務諸表に与える影

響はありません。

（追加情報）

　公正取引委員会より独占禁止法第３条違反により、排除措置命令及び課徴金納付命令を受けたことに伴い、契約

違約金等の支払いが生じる可能性があり、発生する損失を見積り、独占禁止法関連損失引当金繰入額108,957千円

を特別損失に計上しております。また、日本年金機構及び一部の官公庁から指名停止処分を受けており、これによ

る業績への影響については、現時点で評価中であります。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、印刷関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（1）払込期日 2022年４月28日

（2）処分する株式の種類及び株式数 当社普通株式　16,400株

（3）処分価額 １株につき503円

（4）処分価額の総額 8,249,200円

（5）割当予定先 当社取締役（社外取締役を除く。）４名　16,400株

（重要な後発事象）

（譲渡制限付株式報酬としての自己株式処分）

　当社は、2022年４月７日開催の取締役会において、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分を行うことに

ついて決議し、2022年４月28日に払込を完了いたしました。

１．処分の概要

２．処分の目的及び理由

　当社は、2021年２月10日開催の取締役会において、当社の取締役（社外取締役を除きます。以下同じ。）

に対して当社の中長期的な企業価値及び株主価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与すると共に、

株主の皆さまと一層の価値共有を進めることを目的として、当社の取締役を対象とする新たな報酬制度とし

て、譲渡制限付株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）を導入することを決議し、また、2021年３月

30日開催の第53回定時株主総会において、①本制度に基づき、譲渡制限付株式の付与に係る現物出資財産と

して、既存の金銭報酬枠の内枠で、当社の取締役に対して総額で年額15百万円以内の金銭報酬債権を支給す

ること、②譲渡制限期間を譲渡制限付株式の交付日から当社の取締役を退任日（ただし、本割当株式の交付

の日の属する事業年度の経過後３月を経過するまでに退任又は退職する場合につき、当該事業年度経過後６

月以内で当社の取締役会が別途定めた日があるときは、当該日）までの期間とすること、並びに③(i)当社

の取締役会が定める役務提供期間の間、継続して、当社の取締役の地位を有すること、及び(ii)当該役務提

供期間満了前に当社の取締役を退任した場合には当社の取締役会が正当と認める理由があることを譲渡制限

の解除条件とすることにつき、ご承認をいただいております。
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